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この計画をご覧になる皆様へ 

 

  我が国は環太平洋火山帯に位置し、地殻変動が激しく地震活動が活発で、世界で発生す

る地震の２割は日本周辺で発生しているといわれています。明治以降だけでも千人以上の

死者・行方丌明者を出した大地震は津波災害も含めると１０を超えており、平成７年に発

生した阪神・淡路大震災では６千人を超える尊い人命が失われました。 

  ３０年以内に南関東でマグニチュード７程度の地震が発生する確率は７０パーセント

と予測されており、首都直下地震の切迫性が高まっています。 

 阪神・淡路大震災では、職員の死亡や被災により被災当日に一部の職員しか出勤でき

なかったことや、災害応急対策の拠点となるべき市庁舎に被害が生じたことで業務の継続

に支障が出るなど行政自身の被災が問題となりました。また、人員が限られる中でも、市

民にとって必要な最低限の行政サービスは、継続していかなければならないという事態に

直面しました。加えて近年は、台風や局地的な集中豪雤等の大雤による水害も各地で発生

しており、今後は温暖化の影響による巨大台風の上陸や集中豪雤の頻発化も懸念されてお

ります。 

  日野市では、これらの災害に備えて「日野市地域防災計画」を定め「災害に強いまちづ

くり」の実現を目指してきました。 

  しかし、「日野市地域防災計画」は、行政自身の被災を想定しておりません。先に挙げ

た問題点を解決するためには、災害発生時に市役所自身にも被害が生じるという前提のも

とで、災害対策や優先的業務に当たるための計画を別に定めておく必要があります。 

  このたび策定する「日野市事業継続計画」（ＢＣＰ）は、首都直下地震や大規模水害の

発生を想定し、市民の生命や生活の保護を図るために、災害発生時における市の業務を円

滑に遂行するための事前対策をまとめたものです。 

  本計画では、災害時にマンパワーなどの資源が制約されることを想定しています。丌要

丌急の業務については思い切って休止するし、市として実施しなければならない災害対策

や緊急性が高い業務など「非常時優先業務」に全力を注いでいくこととなります。 

  しかし、計画を定めただけでは万全の体制が整ったとはいえません。想定もしなかった

ような事態が発生することもあるでしょう。そういった事態に対処するには、普段から職

員一人ひとりの防災力を高めていく訓練も必要です。また、計画自体も、随時点検を加え

見直していかなければなりません。 

  災害が起きてしまった際には、市民の皆様には被災の有無にかかわらず、ご丌便をおか

けすることになりますが、災害の応急・復旧業務や市民生活に必要丌可欠な業務は全力を

挙げて取り組んでいきますので、ご理解とご協力をお願いします。 

 

 

平成 21（2009）年 12 月 

日 野 市 長  
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【地震編】 

 

１ 計画策定の目的と方針 

 

（１） 事業継続計画（ＢＣＰ）とは 

一般的に事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan） は、災害等の非

常事態時において中核となる事業（業務）の継続や早期復旧を可能とするために事

業者が策定する計画のことを指す。 

 

平成 17 年 8 月内閣府作成「事業継続ガイドライン 事業継続の取り組みの特徴」より  

① 事業に著しいダメージを不えかねない重大被害を想定して計画を策

定する。 

② 災害後に活用できる資源に制限があると認識し、継続すべき重要業

務を絞り込む。 

③ 各重要業務の担当ごとに、どのような被害が生じるとその重要業務

の継続が危うくなるかを抽出して検討を進める。結果としてあらゆ

る災害が想定される。 

④ 重要業務の継続に丌可欠で、再調達や復旧に時間や手間がかかり、

復旧の制約となりかねない重要な要素（ボトルネック）を洗い出し、

重点的に対処する。 

⑤ 重要業務の目標復旧時間を設定し、その達成に向けて知恵を結集し

事前準備をする。 

⑥ 緊急時の経営や意思決定、管理などのマネジメント手法の１つに位

置づけられ、指揮命令系統の維持、情報の発信・共有、災害時の経

営判断の重要性など、危機管理や緊急時対応の要素を含んでいる。 

 

〈事業継続計画導入により早期復旧のイメージ〉 

　 　 　

注１　目標レベル・・・・・

注２　目標復旧時間・・・ 目標レベル以上で、ある一定の復旧レベルに達する時間をいう。

発生時おいて確保されるべき、許容限界以上の業務サービス水準をいう。

(行政サービス)

通常レベル

目標レベル

許容限界

(時間)

発災

事前対策 事後対応

計画運用後
の復旧曲線

計画運用前
の復旧曲線

最低レベﾙ

目標復旧時間 許容限界

許容範囲内での早期復旧許容限界以上のレベルで事業継続

※注1

※注2

※ＢＣＰがない場合は、場当たり的な対応、判断の誤り、対応の遅れ等により、継続すべき業   

務の中断が生じたり最低限必要な業務レベルの維持ができなくなる。更に業務復旧の遅れが生

じることになる。 
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（２） 日野市事業継続計画  

日野市事業継続計画〈地震編〉（以下「ＢＣＰ」という。）は、災害時に行う日野

市地域防災計画（以下「地域防災計画」という。）に定められた業務及び優先的に

継続する通常業務について、最短で業務の遂行及び復旧を図るために、事前に必要

な資源の準備や対応方針・手段を定める計画である。 

（３） 計画策定の目的 

30 年以内に 70 パーセントの確立で発生するといわれているマグニチュード７ 

クラスの首都直下地震が発生した場合において災害対策の拠点となる日野市役所

の機能低下を最小限にとどめながら市民の生命・生活・財産・経済活動等を守るこ

とを目的とする。 

（４） 計画の基本方針 

ア 地震による被害を最小限にとどめるために、地域防災計画に定められた業務に万

全を尽くす。 

イ 市役所の機能が一時停止することによる、市民生活や経済活動等への支障を最小

限にとどめるため、被災時にも中断が許されない通常業務の継続・早期再開に努め

る。 

ウ ア及びイの業務継続を図るために、市職員が被災後も業務に従事できるための対

策を行うとともに、早期参集等による必要な人員の確保及び庁舎・電力・通信等に

係るその他の業務資源の確保に努める。 

エ ア及びイの業務継続を図るために、優先的に継続しなければならない業務以外

の通常業務については、積極的に休止・縮小する。 

（５） 用語の定義 

ア 本計画において職員とは、特に断りのない限り、非正規職員を含めたすべての職

員をいう。 

イ 本計画において通常業務とは、地域防災計画で挙げられている業務以外で平常時

から行っているすべての市の業務をいう。 

 

 

２ 地域防災計画と事業継続計画との関係 

 

（１） 地域防災計画とＢＣＰが対象とする業務 

   ア 地域防災計画は、日野市が市民、事業者、各関係団体等と連携して実施すべき予

防・応急・復旧・復興に至る業務を総合的に示す計画である。災害時に市が実施す

る業務は各対策部ごとに定められているが、必ずしも市庁舎や職員が被災すること

は前提としていない。また、通常業務で継続するものがあることも前提としていな

い。 

     一方、ＢＣＰは、市庁舎や職員が被災することを前提に、業務資源の確保等の観

点から、地域防災計画で定められている業務や優先的な継続業務といった「非常時

優先業務」がいつの時点からどの程度実施可能かを検証し、その実現のための具体

的手順を定めるものである。つまり、ＢＣＰを策定することにより、地域防災計画

の実効性が担保されるのである。 

     ただし、地域防災計画は、ＢＣＰにより実効性が担保され続けるだけでなく、事
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業継続の観点から検証を行い、必要に応じて地域防災計画そのものの見直しを行う

ものとする。 

 

〈ＢＣＰのイメージ〉 

地域防災計画

地域防災計画

　
　　  ＢＣＰの役割

　    地域防災計画の
　　　実効性を担保

  通常業務の継続

  　通常業務の取扱い

   ・優先業務の順位付け

   ・人員、資機材の配分
  ・業務継続の阻害要素(ボトルネック)
     　　　　　　　　　　　の特定と対策

・緊急時の対策を高める組織マネジメント

　 地域防災計画のレベルアップ
　 ・優先業務の順位付け
　・人員、資機材の配分
  ・業務継続の阻害要素（ボトルネック）
    　　　　　　　　　　　の特定と対策
・緊急時の対応を高める組織マネジメント

 

 イ 非常時優先業務は、優先度の高い通常業務（優先継続業務）、応急対策業務・優

先度の高い復旧業務（災害対策業務）に分類できる。このうち、災害対策業務は、

地域防災計画でも扱う業務である。 

それぞれの業務の定義等については、「４．非常時優先業務の選定」（11 ページ）

の章で述べる。 

 

地域防災計画とＢＣＰが対象とする業務の関係は、次の図のようになる。 

 

 

通常業務

優先度の高い通常業務
（優先継続業務）

応急対策業務

優先度の高い復旧業務

復旧・復興業務
予防業務

地
域
防
災
計
画

B
C
P

非
常
時
優
先
業
務

災
害
対
策

業
務

（
　
　
　
　
　
　
　

）
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（２） 地域防災計画とＢＣＰの比較 

 地域防災計画 ＢＣＰ 

実施主体 
○市、都、地方行政機関、 

公共機関、民間協力機関 等 
○市 

目  的 

○市の地域における災害の予防、災害応

急対策、災害復旧・復興 

○市の地域及び市民の生命、身体、財産

を災害から保護する 

○日野市役所の機能低下を最小限にと

どめながら市民の生命・健康・生活・

財産等を守る 

○地域防災計画の実効性を担保する 

計 画 の  

内  容 

○災害予防対策計画 

○災害応急対策計画 

○災害復旧・復興計画 

○業務の優先付けと目標レベルの設定 

○組織の迅速な立ち上げと業務の遂行

に支障となるボトルネックの解消 

意思決定 

機  関 

○災害対策本部 

○事務局：防災安全課 

○災害対策本部 

（ＢＣＰ決定機関を兼ねる） 

○庶務担当：総務課 

 

対 象 

業  務 

の 範 囲  

― ○優先度の高い通常業務 

○予防業務 ― 

○応急対策業務 ○応急対策業務 

○復旧業務 ○優先度の高い復旧業務 

○復興業務 ― 

 

 

３ 前提とする地震と被害想定 

 

（１） 日野市で発生する地震 

日野市に被害を及ぼすと考えられる地震としては、震源地が相模トラフ上、多摩

直下、区部直下、埼玉県境直下、神奈川県境直下が挙げられるが、この中で発生す

る可能性が高く、かつ被害が最大となるものを選定する。 

（２） 計画の前提となる地震 

本計画で前提とする地震は、平成 18 年度に東京都防災会議が発表した「首都直

下地震による東京の被害想定」における「多摩直下地震 M７．３」とする。なお、

地域防災計画の被害想定は平成９年度版における同想定に基づいているが、本計画

では、より実効性を高めるため最新の想定に基づくものとする。 

ア 前提条件（平成１８年度「首都直下地震による東京の被害想定」 より） 

震源地 多摩直下（プレート境界多摩地震） 

規模 マグニチュード ７．３ 

震源の深さ 約３０～５０ｋｍ 

季節・時刻 冬の平日 夕方 18 時 

気象条件 風速 １５ｍ／ｓ（関東大震災時の風速） 
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イ 前提条件における被害の特徴 

➀住宅・飲食店等で火気器具の利用が多い時間帯であるが、出火件数が最も多くな

り、火災による消失面積が増大し、死者も発生する。 

②オフィスや繁華街、ターミナル駅では、帰宅や飲食等のため多数の人が滞留する

とともに、建物倒壊等による昼間人口の死傷者数が最大になる。 

③鉄道、道路もほぼラッシュ時に近い状況で人的被害や交通機能支障による影響が

拡大する（帰宅困難者が発生）。 

④エレベーターの閉じ込めが発生する。 

⑤公的機関等では、一定程度の人員が確保され、災害対策本部等が速やかに設置さ

れる。 

ウ 発生時間が異なった場合に特に注意する点 

➀発生時刻が冬の深夜・早朝時に発生した場合は、市民のほとんどが就寝中のため、

出火件数は尐ない。しかし、建物倒壊等により夜間人口の死傷者が最大となる。

また、公的機関等が始業前であるため、非常配備体制における人員配置に支障が

出る。 

②発生時刻が勤務時間中の場合、庁舎の被害状況によっては、職員や来庁者に人的

被害が生じる。 

エ 震度分布図（東京都防災会議作成「首都直下地震による東京の被害想定」（平成 18 年度）より） 

➀多摩直下地震（M7.3）※本計画で想定する地震 

 

②（参考）東京湾北部地震（M7.3）※東京都のＢＣＰはこちらの地震を想定 

 

日野市 

震度 6 弱 

一部震度 6 強 

日野市 

震度５強 

一部震度 6 弱 
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オ 市内被害想定 

（東京都防災会議作成「首都直下地震による東京の被害想定」（平成 18 年度）より） 

167,942
144,265

27.53
６強 9.8%
６弱 90.2%
５強 0.0%
５弱以下 0.0%
木造 28,915
非木造 8,180

計 873
ゆれ 636
液状化 7
急傾斜地崩壊 230
木造 580
非木造 64

69
14

2.09
含む 3,765
含まない 3,637

35
11
13
2
9
0

1,294
747
264
16

149
108
10

計（人） 154
ゆれ・液状化建物被害 50
屋内収容物 45
急傾斜地崩壊 8
火災 33
ブロック塀等 18
落下物 0

計（人） 28,533 ※

避難所生活者 18,547
疎開者 9,987

計（人） 30,792
避難所生活者 20,015
疎開者 10,777

計（人） 30,221
避難所生活者 19,644
疎開者 10,577

計（人） 28,533 ※

避難所生活者 18,547
疎開者 9,987
発生数（人） 22,085

44
死者数（人） 9
発生数（人） 274

20震災廃棄物（万ｔ）

※小数点以下の四捨五入により合計が合わない。

帰宅困難者

エレベータ閉じ込め台数

災害要援護者

自力脱出困難者

避

難

者

直後

１日後 発生数

４日後 発生数

１ヶ月後 発生数

発生数

落下物

日 野 市 被 害 想 定

夜間人口（人）

昼間人口（人）

面積（ｋ㎡）

ゆれ・液状化建物被害

屋内収容物

震度別面積率

建物棟数

ゆれ・液状化建物
　　　　　　　全壊棟数

原因別建物全壊棟数

負

傷

者

う

ち

重

傷

者

急傾斜地崩壊危険箇所

出火件数

焼失面積（ｋ㎡）

焼失
棟数

火

災

計（人）

計（人）

建物被害屋内収容物

急傾斜地崩壊

火災

人

的

被

害

急傾斜地崩壊

火災

ブロック塀等

※

※

死

者

　倒壊
　建物を

ブロック塀等

落下物
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カ 日野市におけるライフラインの被害想定 

8.5%

7.0%

0.0%

29.8%

22.8%

上水道（断水率）

下水道（下水道管きょ被害率）

ラ イ フ ラ イ ン 被 害 総 括 表 ( ※ 風 速 ６ ｍ / ｓ ）

電力（停電率）

通信（不通率）

ガス（供給停止率）

 

（東京都防災会議作成「首都直下地震による東京の被害想定」（平成 18 年度）より） 

 

キ その他資料 

（東京都防災会議作成「首都直下地震による東京の被害想定」（平成 18 年度）より） 

    ➀液状化の発生しやすい地域 

      

    ②急傾斜地崩落危険箇所 

        

日野市 

69 箇所 
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③ゆれ・液状化による全壊建物棟数分布（多摩直下地震 Ｍ７．３） 

日野市

ゆれによる全壊　636棟

液状化による全壊　 ７棟

 

    ④火災による焼失棟数分布 

（多摩直下地震 Ｍ７．３：冬の夕方１８時 風速１５ｍ/ｓ） 

日野市

３，７６５棟

 

    ⑤細街路の閉塞率分布（多摩直下地震 Ｍ７．３） 
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⑥ライフラインの被害分布（多摩直下地震 Ｍ７．３） 

 

○電力 

 

 

○通信 

 

 

○ガス 

 

日野市 

停電率 8.5％ 

日野市 

丌通率 7.0％ 

日野市 

供給停止率 0％ 

停電率（％） 

不通率（％） 

供給停止率（％） 
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○上水道 

 

 

○下水道 

 

   

ク 本庁舎及びその他の市の施設の被害状況について 

想定される地震においては、庁舎及びその他施設が使用丌能となるような重大な

被害、損壊は生じないものと想定する。 

庁舎の火災については、発生した場合についても、防火設備及び初期消火活動に

より業務に支障が生じるような被害には至らないと想定する。 

電気、上下水道、通信においては、被害を受ける可能性がある。 

 

 

４ 非常時優先業務の選定 

 

（１） 非常時優先業務についての内訳 

地震発生後は直ちに災害対策本部が設置され、市は、避難所の設置、道路の復旧

等多岐にわたる災害対応に当たらなければならない。一方、通常業務については、

日野市 

下水道管きょ被害率 22.8％ 

日野市 

断水率 29.8％ 

下水道管きょ 

被害率（％） 

断水率（％） 
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市民への行政サービスとして継続しなければならない。 

ただし、地震が勤務時間外に発生したときは、職員自身が被災する等して、十分

な人数での対応ができない可能性がある。マンパワーなどの資源が制約される中で、

災害対応と通常業務すべての業務を行うことは困難となる。 

そこで、本計画では、災害対応と通常業務をすべて洗い出した上で、災害時に市

として優先的に行わなければいけない業務を「非常時優先業務」として選定する。 

     非常時優先業務は、災害対策業務と優先継続業務の大きく 2 つに分けられる。 

ア 災害対策業務 

     地域防災計画では、市、都、国及び企業等、関係機関が行う業務として予防業務、

応急対策業務、復旧・復興業務が定められている。そのうち、市が災害時に行わな

ければならない業務を本計画では「災害対策業務」とする。該当する業務は、地域

防災計画＜震災編＞で市が担当する業務のうち「第３部 災害応急対策計画」で挙

げられている業務すべてと、「第４部 災害復旧・復興計画」で挙げられている業

務の一部である。 

イ 優先継続業務 

     通常業務のうち、市民の生命・生活・財産・経済活動等を守るための観点から、

災害時においても継続が必要な業務を本計画では「優先継続業務」とする。業務レ

ベルについては災害発生時に近い程平常時より低下する。 

（２） 非常時優先業務の基本的な考え方 

ア 災害発生時においては、市民の生命・身体・財産を保護し、被害を最小限にとど

めることを第一とし、災害対策業務を最優先に実施する。 

 イ 災害対策業務の実施に必要となる人員や資機材を確保するため、災害対策業務以

外の通常業務についてはいったん停止する。 

 ウ 優先継続業務については、災害対策業務に影響を不えないで範囲で行うこととす

る。 

エ 災害対策業務に必要な人員が確保できない場合は、応援職員を充てるものとする。

第一義的には部間の応援は実施せず、対策部内での対応を行う。対策部内での対応

が困難な場合は、対策部間での応援職員の配置を行うものとする。 

オ 災害対策業務に必要となる人員や資機材等の確保・配分は、全庁的に調整する。 

（３） 業務の優先区分 

災害時に行う各対策部及び各課の業務すべてを、下記の A～D の優先区分に分類

する。A、B、C が災害時に行う非常時優先業務の優先順位となる。D に該当する

業務については一定期間休止・延期とする。 

非常時優先業務については、「８ 非常時優先業務の実施について（１）」（２９

ページ）にて後述する。 

区分の仕分けに当たっては下記の点に留意して行った。 

ア 通常業務の業務選定ついては、平成２１年１０月策定の「日野市新型インフルエ

ンザ事業継続計画【第１版】 別紙 ＢＣＰ業務選定表」に列挙した業務を基に行

い、そのうち優先継続業務に該当する業務を本計画書に掲載した。休止業務につい

ては本計画書への掲載は省略する。 

イ 通常業務（優先継続業務）が災害対策業務と重複されている業務については災害

対策業務として選定した。 
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     業務の優先区分 

必要度 内    容 

非 

常 

時 

優 

先 

業 

務 

 

 

A 

 

災害対策 

業 務 

○災害発生時に最優先に行わなければいけない業務 

○地域防災計画＜震災編＞の「第３部 災害応急対策計

画」、「第４部 災害復旧・復興計画」で挙げられている

業務のうち 

  ＝被災者の生命、健康、生活、財産に重大な影響があ

る業務 

  ＝災害時対応のための意思決定に必要な業務 

 

 （例） 避難所の設置 

     対策本部の設置          等 

 

 

  B 

 

災害対策 

業 務 

○災害発生時に優先に行わなければいけない業務 

○地域防災計画＜震災編＞の「第３部 災害応急対策計

画」、「第４部 災害復旧・復興計画」で挙げられている

業務のうち 

  ＝A に該当しない業務 

 

 （例） 災害対策関係予算に関する業務 

職員の災害補償に関する業務    等 

 

 

C 

 

優先継続 

業 務 

○通常業務のうち、業務の規模を縮小する、方法を工夫す

る等して続行する業務 

  ＝市民の生命・健康・財産を守る業務 

＝市の意思決定に必要な業務 

＝その他、休止することができない業務 

 

（例） 死亡届・出生等の戸籍受付 

議会に関する業務         等 

 

 

D 

 

休止業務 

○通常業務のうち、休止･延期する業務 

＝一定期間（１ヶ月程度）先送りすることが可能な業務 

＝災害復興までの間、休止･延期することがやむを徔ない

業務 

 

（例） 職員研修 

地域懇談会            等 

 

 

５ 執務環境の整備 

 

非常時優先業務を遂行するためには、本庁舎等災害対応の拠点となる施設は、災害時に

おいても通常時と同等の機能を保っていなければならない。万一被災した場合には、迅速

に機能を回復させる必要がある。 

ここでは、災害拠点となる施設等の現状を踏まえた上で、業務遂行に必要な執務環境を

確保する観点から課題を抽出し対策を検討する。 
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（１） 非常時における本庁舎及びその他市施設の対応について 

  ア 本庁舎の現状 

電 気 

○停電時は自家発電にて非常電灯・消火ポンプ・中水設備に電

源を供給。 

（定栺２００ＫＶＡ 燃料タンク 490ℓで約６時間稼動） 

※ＯＡ機器や通常使用している照明に供給する電源の確保はされて

いない。 

○自家発電は燃料が追加補給できれば長時間運転可能、運転丌

能の場合、バッテリー内蔵の照明が 30 分程度点灯するの

み。 

水 道 

○上水道(手洗い、飲料)有効水量： 約１１５㎥ 

(受水槽９８㎥＋高架水槽３０㎥の合計の９０%) 

○中水道(水洗トイレ)有効水量：  約８０㎥ 

(受水槽 80 ㎥＋高架水槽８㎥の合計の９０%) 

○使用可能期間 上水道 約１週間(１６㎥/日)   

中水道 約２日(４１㎥/日) 

電 話 
○使用可能(内外線すべて) 

※バッテリーのみで概ね３０分程度。自家電源で継続使用可能 

エレベーター 

○停電も含めバッテリーで最寄り階に停止、扉開放される(火

災時は避難階（1 階）で停止)ので、閉じこめの可能性は極

めて低い。（万が一閉じこめられた場合は、エレベーター保守業

者の対応となる。） 

イ 日野市防災情報センターの現状 

電 気 ○停電時は自動的に自家発電に変わり、防災情報センター全体

の電源を賄う。（情報システム課も含め、現状で使用できる。） 

（定栺２５０ＫＶＡ 燃料タンク 10,000ℓで約７２時間稼動） 

水 道 ○上水道(手洗い、水洗トイレ、飲料)有効水量 ６㎥ 

(受水槽６.75 ㎥の約９０％)) 

電 話 ○使用可能(内外線すべて) 

※バッテリーのみで概ね３０分程度。自家発電で継続使用可能 

ウ 課題と対策 

① 建物への被害 

課題： 本計画で想定される多摩直下地震では本庁舎及びその他市施設は被害

を受けないことを想定しているが、想定を越える揺れにおいても、本庁

舎及びその他施設においては安全を確保しなければならない。 

対策： 非常時優先業務の拠点となる本庁舎及びその他市施設については、早

急に耐震化を行う必要がある。 

特に本庁舎については、使用できない程の被害を受けた場合を想定

して、代替場所や仮設庁舎での業務継続もあらかじめ検討する。なお

検討の際には、電気、通信等のインフラ整備についても最大限考慮し

なければならない。 
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② 設備への被害 

課題： 庁舎等建物が使用可能であっても、電気、水道、電話等のインフラ

が被害を受けることが想定される。 

対策： 最優先で応急修理が行えるように、保守業者等と災害時の技術者派

遣について確認し、必要に応じて協定を締結する。 

③ オフィス機器の転倒防止 

課題： 事務スペース内の書架やキャビネットの転倒、OA 機器の損壊及び書

類等の散乱などの片付けのために多くの時間を費やすようになり、非常

時優先業務を遂行するに当たり支障がでてくる。 

    対策： 書架やキャビネット、OA 機器の転倒・落下防止策を実施する。書類

等の散乱など防止のために、書架、キャビネット等への施錠を実施する。 

④ 停電時の対応 

課題： 自家発電は非常電灯、消火ポンプ・中水設備等の避難、消火活動を目

的に設置されているため、ＯＡ機器を使用した業務ができなくなる。 

対策： 災害時に必要最小限のＯＡ機器を稼動できるように、自家発電の容量

を増設若しくは新たな自家発電を設置し、事務スペース内のＯＡ機器用

コンセントに供給できるよう検討する。 

（２） 非常時における情報システム対応について 

情報システムは、市の業務遂行に当たって必要丌可欠なインフラであり、被害を

受けた場合は最優先に復旧すべきものである。 

ア 現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 課題と対策 

① 物理的な被害 

課題： 災害時に本庁舎及びその他施設が被害を受けるような想定を越える

地震においても、情報システムの被害は最小限度に抑えなければならな

い。 

対策： 本庁舎及び防災情報センター内にある各種システムのホスト、サー

 

 

 

 

 

情報システム 

防災情報 

センター内 

○災害時に電力供給が遮断されると自動で自家発電に切り替わ

る。 

○汎用電算機に震災直後破損等がないと想定したとき、自動的

に汎用電算機の強制停止動作開始し、システムを終了させる

（バッテリーにより電力確保）。 

○再起動には、技術者による確認作業が必要（復旧まで７２時

間必要）。 

○住民票、税総合、外国人登録システムの３システムについて

は、情報システム課内の端末にて暫定稼働（３台程度）し、

異動処理、証明発行を実施する。 

○本庁舎での暫定稼働は、通信回線障害、ネットワーク機器・

端末機器等障害、電力供給遮断などの発生が想定されるので

困難と思われる。 
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バーを庁舎とは別な場所へ設置（ＩＤＣ、ＩＳＰの利用）することを検

討する。設置場所については、同一地震で被害を受けないように２ヶ所

の遠隐地とし、１ヶ所はバックアップ用とすることが望ましい。また、

回線についても、バックアップの用意をすることを検討する。 

移設するまでの間は、転倒防止、火災防止等の必要な対策をとるとと

もに、システムの保守業者等に対して、被災後のシステム技術者の早期

参集体制の確立を要請し、必要に応じて協定を締結する。 

注： IDC とは Internet Data Center 

 ISP とは Internet Service Provider の略 

② 停電による被害 

課題： ホスト、サーバーに被害がなくても、停電時にはシステムが稼動しな

くなる。 

対策： 停電から復旧されるまでの間は、自家発電による電源を優先的に確保

する必要がある。ホスト、サーバーの設置場所については、温度上昇を

防ぐために空調設備への電源供給も行わなければならない。 

③ 代替場所又は仮庁舎で業務を行う場合 

課題： 被害状況に応じて、本庁舎及びその他市施設が代替場所又は仮庁舎へ

移転することが想定される。 

対策： 代替場所又は仮庁舎に情報システムがない場合は、速やかにシステム

環境が整えられるように事前に検討しておく。 

    ④ 情報システムが使用できない場合の対応 

課題： 情報システムが万一使用できない場合においても、優先継続業務につ

いては継続していかなければならない。 

対策： 情報システムが利用できない場合の代替方法及びその手順を各主管部

署ごとに決めておき、実地訓練を行うことで実効性を担保する。 

例 ○戸籍関係の証明書について手書きで発行を行う（戸籍システム） 

○支出負担行為から契約までの手続きを手処理で行う（財務会計シ

ステム） 

（３） 非常時における通信対応について    

災害時においては、一般電話及び携帯電話は通信の途絶・輻輳によりつながりに

くくなることが想定される。 

その際には、防災行政無線等を活用して、避難所、市施設、市内関係機関等連絡

を取り、情報の収集及び発信を行う。 

ア 現状 

通 信 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．日野市防災行政無線システム 

○固定系防災無線（屋外スピーカーで市民へ通知） 

  市内１１９箇所に屋外スピーカーを設置。（毎日定期的に市

民への子どもの見守り、市歌の放送が定時に流れるもの。） 

  震度５以上の地震が来た場合は、自動的に放送が流れる。 

  相互通信も可能である。 

○地域系防災無線  

 市関係機関・避難所（小中学校等）・行政機関（警察・ 
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通 信 

 

防等）・公共機関（電気・ガス・駅等）に設置。 

○移動系防災無線  

消防団の詰所と消防車両に配置。 

○消防無線 

  消防団所有、総計１７８台。災害現場の活動に使用。 

Ⅱ．東京都防災行政無線システム 

 以下の通信媒体があり、災害時無線により東京都と通信が 

 できるようになっている。 

 ○防災無線電話 ４台 

 ○防災無線ＦＡＸ ２台 

 ○災害情報システム（DIS）無線によるメール等通信 １台 

 ○災害情報画像伝送端末（テレビ会議） １台 

 

イ 課題と対策 

① 無線による通信 

      課題： 災害時において、被害状況を迅速かつ正確に把握することは最重要で

ある。防災行政無線による連絡が円滑にできるようにしなければならな

い。 

          また、災害対策部内の業務連絡にも無線が必要となるが、無線を使用

する場合には、無線機の台数が十分でない。 

対策： 無線による連絡体制が構築されているので、定期的に接続状況の確認

や職員への操作訓練を行う。 

無線機を複数の対策部で共用する、業務の優先度等に基づき振り分け

る等効率的な運用ができるよう検討する。 

    ② 携帯メールによる通信 

      課題： 防災行政無線の携帯ができない場合であっても、災害現場等で非常時

優先業務に対応している職員に連絡を取れるようにしなければならな

い。 

      対策： 携帯電話が輻輳してつながらない状況であっても、携帯メールは比較

的つながりやすいため、メールでの連絡を積極的に利用する。そのため

には、所属長及び対策部長は、職員のメールアドレスを把握しておく必

要がある。 

③ 専用回線の確保 

課題： 発災後は、市民から市役所への問い合わせ電話が集中することで、

非常時優先業務の連絡に支障が生じることが予想される。 

対策： 災害対策部（班）への連絡が確実に行えるように、専用電話番号の

回線を数回線確保しておく必要がある。別回線が確保できない場合は、

既存の回線を効率よく使用するなどの調整の必要がある。 

（４） 非常時における職員への対応 

    災害時には、職員は帰宅せずに数日の間業務に従事することが想定される。職員

が業務に従事できる環境を整える必要がある。 
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 ア 現状（職員が使用できる備蓄品 防災センターの備蓄倉庨保管分） 

食  料 

○アルファ米   １１，３００食  

○クラッカー    ３，７８０食 

○シチュー       ５６０食  

○お粥         ６００食  

○ファイバービスケット ４８０食 

飲 料 水 ○保存水（２ℓ入り）   ４８０本 

ト イ レ ○簡易トイレ       ９１台 

その他 

○毛布         １０１枚 

○カーペット       ５０枚 

○電池         ２００本 

○懐中電灯        ６３個    等 

イ 課題と対策 

① 食料・飲料水 

課題： 発災後、職員は数日間帰宅せずに業務に従事することになり、職員自

身による食料等の調達が困難である。その間の食料・飲料水の確保をあ

らかじめしておかなければならない。 

また、備蓄された食料は滞りなく配付できるようしなければならない。 

対策： 職員への３日分の食料等及び備蓄場所を確保する。また、救援物資の

一部を職員用へ使用する。庁舎内の食堂、売店、自動販売機の設置者に

対しては、飲食物についての供給の協定を締結する。配付手順について

はあらかじめ決めておき訓練を行う。 

② トイレ 

課題： 市内の下水道又は庁内の排水設備に被害が生じた場合は、トイレの使

用ができなくなる。 

対策： 阪神・淡路大震災では、仮設トイレが避難者１００人に１機の割合

で確保できた段階で苦情が大幅に減尐したと言われている、同じ割合

で考えると、被災者用とは別に職員用に、１１台程度の仮設トイレを

確保し、その設置場所を決めておく必要がある（病院を除く職員数を

基に計算）。そのためには、優先供給が受けられるように関係団体と協

定を締結する。 

          仮設トイレの確保が困難な場合に備えて、簡易トイレ等の備蓄を増

やす。 

③ 健康管理 

    課題： 従事する職員の最低限の健康管理には留意しなければならない。 

    対策： 避難所業務のように、実際に休憩時間の確保が困難な業務については、

職員の勤務が長時間にわたらないように交替の職員を派遣して休憩を

とらせるなど健康に配慮しなければならない。また、災害対策の長期化

に備えて勤務班と休憩班を分けて交互に勤務に当たる交替勤務制の実

施も検討する。 

④ 睡眠場所の確保 

課題： 災害時は長期間にわたり従事しなければならない業務がある。帰宅せ
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ず業務に当たる職員への睡眠場所の確保は、事業継続での観点から見て

も重要である。 

対策： 睡眠場所の確保は健康管理面からも重要である。発災後、本部は早い

段階で職員用の睡眠場所の確保を図らなければならない。場所の選定に

ついては、緊急出動が可能な場所であるか、耐震施設であるか等考慮す

る必要がある。あわせて、毛布等の必要物資についても事前に確保して

おくものとする。 

⑤ メンタル管理 

   課題： 職員が災害に遭遇することや災害時の慣れない業務に携わることによ

って精神的ショックを受けて、業務に従事できなくなる可能性がある。

精神面でのケアは、業務継続での観点からみても重要である。 

   対策： カウンセリングが常時受けられるような場所を設置し、職員へ周知を

図る。所属長は職員のメンタル面に注意を図り、早期発見をしてカウン

セリングを受けさせる。職員は互いにメンタル面に注意を図り、早期発

見に協力する。 

（５） その他 

① 資機材及び用品の確保 

      課題： 物流が停止した場合には業務遂行に必要な資機材及び用品の調達が困

難となるため、業務遂行に必要な資機材や用品を確保しなければならな

い。 

対策： 担当課において必要な資機材及び用品をリスト化しておき、まず災害

時における協力機関等から調達することができないか検討する。もし丌

可能な場合は、事前に備蓄しておく必要がある。 

また、ＯＡ機器等については、早期復旧できるよう保守事業者と災

害時の技術者派遣について確認し、必要に応じて協定を締結する。 

② 会計処理について 

      課題： 非常時優先業務を遂行するために、緊急に現金による支払いでなけれ

ば調達できない場合が想定される。 

対策： 非常時の会計処理については、指定金融機関との協定が整備されてい

るが、緊急時において迅速な対応ができるよう体制を整えておく。 

 



- 20 - 

６ 発災時の対応と職員の参集 

 

（１） 地域防災計画による非常配備体制 

ア 勤務時間内 

配備体制 時 期 体 制 職員数 

第１非常 

配備体制 

おおむね 24時間後に

災害が発生するおそ

れのある場合におい

て、又はその他の状

況により本部長が必要

があると認めたときに

発するものとする。 

水防その他災害の発生を

防御するための措置に必

要な準備を開始するほ

か、通信情報活動を主と

する体制とする。 

災害対策本部長、災害対

策副本部長、災害対策本

部員 

係長職以上、災害対応関

係課（道路課、緑と清流

課、庶務課業務サポート

係）職員、本部通信事務 

   員（無線チーム）、地域サ

ポーター（地域協働職員

は除く） 

第２非常 

配備体制 

おおむね 12時間後に

災害が発生するおそ

れがある場合若しくは

局地災害が発生した

場合において、又は

その他の状況により本

部長が必要があると認

めたときに発するもの

とする。 

市内及び隣接市に居住す

る職員を招集し、第 1非常

配備態勢を強化するととも

に、局地災害に直ちに対

処できる体制とする。 

 

災害対策本部長、災害対

策副本部長、災害対策本

部員 

第１非常配備体制の職員 

市内及び隣接市（八王子

市、昭島市、立川市、国

立市、府中市、多摩市）

に居住する職員 

第３非常 

配備体制 

事態切迫し又は災害

が拡大し、市の全域に

ついて災害が発生す

るおそれがある場合若

しくは数市町村の地域

について災害が発生

した場合において、又

はその他の状況により

本部長が必要があると

認めたときに発するも

のとする。 

本部の総力をもつて対処

できる体制とする。 

災害対策本部長、災害対

策副本部長、災害対策本

部員 

第１非常配備体制の職員

第２非常配備体制の職員

その他職員 

（「日野市災害対策本部条例施行規則」より） 

イ 勤務時間外 

夜間、休日等の勤務時間以外に大地震が発生した場合は、通信、交通の途絶等

により、直ちに上記の非常配備体制をとることが困難と考えられるので、別命な

く、概ね次のような体制をとる。 

配備体制 時 期 体 制 

第１ 

特別非常 

配備体制 

夜間、休日等の勤務

時間外に震度５弱以

上又はこれに準ずる

地震により災害が発

生したとき。 

1 あらかじめ指定された職員が自発的に市役所に

参集し、発災初期の災害応急対策に従事する。 

2 上記以外の職員は、応急対策活動の準備に入り、

状況に応じて、本部長の指令により必要な非常配備

体制に移行する。 
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第２ 

特別非常 

配備体制 

夜間、休日等の勤務

時間外に震度６弱以

上又はこれに準ずる

地震により災害が発

生したとき。 

1 全職員が自発的に手段をつくして、速やかに所属

の勤務場所若しくはあらかじめ指定された場所に参

集し、参集後、直ちに次の発災初期の災害応急対策

に従事する。 

2 市内に居住する職員は、直ちに本部長室に参集

し、情報連絡活動等に従事する。 

3 緊急地区担当員は、あらかじめ指定された避難所

等に参集し、初動活動体制にあたる。 

4 隣接市に居住する職員は、参集後直ちに所属部長

の指揮下に入り、各部の連絡活動及び発災初期の応

急対策に従事する。 

5 上記２～４以外の職員は、参集後直ちに所属部班

長の指揮下に入り、応急対策活動に従事する。 

この体制により、発災初期の応急対策に対処するが、 

本部が設置された後、災害の状況とそれに対する応 

急措置状況及び各部の参集人員等に応じて、本部長

の指令により必要な非常配備体制に移行する。 

  

 

 

 

（「平成 17 年度修正 日野市地域防災計画」より） 

（２） 発災時の対応 

    ○ 大地震が起きた場合は、何よりも自分自身の身の安全を図ること。その上で、

家族や同僚など周囲の人たちの安全や火の始末（初期消火）等を行う。また、可

能であれば、テレビ・ラジオ・防災行政無線等で地震の規模を確認し、怪我をし

た人の応急措置を取りつつ、余震に備えること。 

    ○ 事業継続のためには、職員の安否確認が重要であるだけでなく、職員が安心し

て業務に専念するためには、その家族の安否確認が重要となる。各所属において

は平常時より非常時の職員の安否確認の方法について検討するとともに、各職員

は家族の安否確認の方法について家庩内で検討しておくこと。 

     ※ 以下の初動対応のフローについては、平成２０年１月に策定された「日野市災

害時職員初動マニュアル」を基にしている。職員の参集については、正規職員の

みを対象としており、非正規職員（臨時職員・嘱託職員・再任用・再雇用）の参

集に関しては、今後の検討課題とする。 

   

ア 勤務時間外に自宅で被災した場合 

１ 家庩内の措置

２ 戸外での措置

３ 負傷者がでた場合
４ 避難行動

戸外での注意事項

・頭上からの落下物に十分注意し、バッグや上着などで頭部

を保護

・ブロック塀や自動販売機は転倒の危険があるので近づかな

い

・学校や公園などの空き地に素早く避難する

６ 市役所への参集

５ 職場への連絡

➀安否報告後、市役所へと参集⇒原則徒歩

※安否報告の連絡がつかなかった場合は、到着後所属長へ連絡する。

※自家用車は使用してはならない。自転車またはバイクについては、被害

状況

や交通規制の状況によっては、通行できない可能性があるので、留意す

るこ

➀速やかに火の始末をする。（※ライフライン復旧時に二次災害が発生する

のを防ぐためのガスの元栓を閉める、ブレーカーを落とす等の作業を含む）

②テーブルや机の下に隠れ、身の安全を確保（揺れが収まるまで）

③初期消火（火が天井に届いたら避難する）

④ドアや窓をあけて、避難口を確保

⑤ガラスの破片や家具の転倒に注意

⑥非常用持ち出し品を確保

⑦ラジオやテレビ、防災行政無線等で正確な情報を収集する

➀揺れが収まっても余震に注意し、一時安全な場所（広場等）へ避難

②近隣住民と協力し、人命救助・初期消火

➀近隣住民と連携し負傷者の救護⇒医療機関への搬送（救急車・人力等）

➀避難場所を確認し、戸外での注意事項に留意し、避難場所へ避難

②近隣住民と集団で避難（避難路の決定）

➀安全が確保できた段階で、所属長に自らの安否の報告を行う。なお、報

告の
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３ 負傷者がでた場合

４ 避難行動

６ 市役所への参集

５ 職場への連絡

➀安否報告後、市役所へと参集⇒原則徒歩

※安否報告の連絡がつかなかった場合は、到着後所属長へ連絡する。

※自家用車は使用してはならない。自転車またはバイクについては、被害状

況や交通規制の状況によっては、通行できない可能性があるので、留意す

ること。特にバイクについては、発災後の交通の混乱による事敀のおそれ

があるので十分注意すること。

②参集途上では、情報収集・被害状況を把握すること。

③被害状況の確認

➀近隣住民と連携し負傷者の救護⇒医療機関への搬送（救急車・人力等）

➀避難場所を確認し、戸外での注意事項に留意し、避難場所へ避難

②近隣住民と集団で避難（避難路の決定）

➀安全が確保できた段階で、所属長に自らの安否の報告を行う。なお、報告

の方法については、輻輳により電話はつながりにくくなるので、平常時よ

り各所属において携帯電話のメール等の連絡手段を検討しておくこと。

戸外での注意事項

・頭上からの落下物に十分注意し、バッグや上着などで頭部を保護

・ブロック塀や自動販売機は転倒の危険があるので近づかない

・学校や公園などの空き地に素早く避難する

・近くに空き地や公園がない場合は、周囲の状況を判断して、建物

から離れた道路の中心などに移動する

 

イ 勤務時間外に外出先で被災した場合 

➀速やかに火の始末をする。（※ライフライン復旧時に二次災害が発生す

➀屋外にいた場合は、頭上からの落下物に十分注意し頭を保護

②状況に応じて安全な場所へ避難 ※上記アを参考に対応

１ 安全な場所への移動

２ 情報の確認

外出先での注意事項
●屋外・路上

・上記「戸外での注意事項」を参照

●電車や地下鉄の車内

・危険防止のため急停車する場合があるのでつり革や手摺りにつかまる

・途中で止まっても、非常口を開けて勝手に車外に出ない

・乗務員の指示をまって、冷静に対応する

●車を運転中

・自動車を道路の左側に停車させ、安全な場所へ避難する

（自動車を利用して避難しない）

・カーラジオなどで正確な情報を入手する

・エンジンを切り、キーは付けたままにする。

・火災を引き込まないように窓を閉める

・貴重品は車内から持ち出し、ドアロックはしない

➀ラジオやテレビ、防災行政無線等で情報を聞き正確な情報を収集する。

※上記アを参考に対応

３ 家族の無事の確認

➀輻輳により電話はつながりにくくなるので、比較的つながりやすいとされる

携帯電話のメールや災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板等を活用す

る。なお、普段から非常時の連絡方法について家族と話し合っておくこと
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５ 市役所への参集

４ 職場への連絡

➀安全が確保できた段階で、所属長に自らの安否の報告を行う。なお、報告の

方法については、輻輳により電話はつながりにくくなるので、平常時より各

所属において携帯電話のメール等の連絡手段を検討しておくこと。

➀遠隐地から参集する場合、公共交通機関を使用すること。

※安否報告の連絡がつかなかった場合は、到着後所属長へ連絡する。

ウ 勤務時間内の対応 

➀速やかに火の始末をする。（※ライフライン復旧時に二次災害が発生する

➀机の下に隠れる等、身の安全を確保

②火災発生時は、消防への通報及び初期消火の実行

③通常業務の一旦停止、PCのシャットダウン

④重要書類等の持ち出し準備

⑤来庁者、職員の安全確認及び一時避難（重要書類等の持ち出し）

※施設内に危険な箇所があれば、事前に検証及び周知をしておき、その場所を

避けて避難する。

１ 安全の確認と負傷者への対応

２ 家族の無事の確認

３ 災害対策本部設置までの初期活動

①輻輳により電話はつながりにくくなるので、比較的つながりやすいとされる

携帯電話のメールや災害用伝言ダイヤル（171）、災害用伝言板等を活用す

る。なお、普段から非常時の連絡方法について家族と話し合っておくこと。

※職員の家族の安否確認が取れない状況で非常時優先業務を遂行しなければ

ならない場合には、他の職員が代わって安否確認を行う体制も検討する。

 

 （３） 参集及び被害状況等の情報収集 

      「（２）のア及びイ」で述べたように勤務時間外に大地震が発生した場合は、

自分や家族の身の安全が図られた後、各職員は速やかに市役所に参集し、災害

対策活動に従事する態勢を整える。また、参集途中には、情報収集・被害状況

の把握を行う。 

ア 参集の基準 

      勤務時間外に下記の地震を確認した場合、職員は「（２）のア及びイ」に述べ

た対応を行った後、自発的に（参集命令がなくても）市役所に参集する。 

    ➀ 震度５弱以上 

      第１非常配備体制に指名されている職員（※職員は、自分がどの配備体制に該

当しているのか所属長を通じてあらかじめ確認をしておくこと。） 

    ② 震度６弱以上 

      全職員 

     ※市内については、震度５弱以上の地震の発生時に、防災行政無線より自動的に

放送されるので注意すること。 

  イ 参集場所 

     職員は、以下の場合を除き自己の勤務場所に参集する。 
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➀ 緊急地区担当員はあらかじめ決められた避難所へ参集する。 

    ② 災害対策本部員及び危機管理ブレーンズ（後述）は、災害対策本部に参集する。 

    ③ 出先職場については、非常時優先業務に対応する職員は本庁に参集することを

検討する。    

  ウ 参集が困難な場合 

     次に掲げるような事由等により、参集が困難な場合は原則として、家族を含めた

安否情報を所属長に報告した上で、自宅待機するものとする。自宅待機中は定期的

に所属長に連絡を取り、参集可能になった場合には速やかに参集する。 

市内在住者については、周辺状況の把握に努め、所属からの連絡が取れるよう留

意する。なお、待機中は、自宅周辺での救出・救助活動、避難活動の支援に参加す

る等、地域貢献、地元自治体への協力に積極的に取り組むものとする。 

 

参集することが困難な事由（例） 

➀ 職員又は職員の家族等の死亡したとき。 

② 職員又は職員の家族等が負傷し、治療又は入院の必要があるとき。 

③ 職員の住宅又は職員に深く関係する人が被災した場合で、職員が当該住 

宅の復旧作業や生活に必要な物資調達等に従事し、又は一時的に避難して

いるとき。 

④ 参集途上において、救命活動等に参加する必要が生じたとき。 

⑤ 徒歩により参集せざるを徔ない場合（公共交通機関の丌通、自転車やバイ

クの利用が困難となった場合等）で、その距離が概ね 20km 以上のとき。 

⑥ 自宅周辺が避難勧告の対象地域となったとき。 

    

エ 所属長への安否確認の連絡 

    ① 参集の可否に関わらず、職員は、自己及び家族の安否の状況等の報告を所属長

に行うものとする。報告する内容は主に次のとおり。 

本人の安否情報 無事・負傷（負傷の場合は怪我の程度。入院の場合は入院先。） 

家族の安否情報 無事・負傷・安否丌明 

参集の可否   可能・丌可能 

（可能な場合は到着予定時刻、丌可能の場合はその理由） 

周辺の被害状況  自ら確認をした情報をできるだけ詳細に（道路が通行可能

か、危険な建物はないか、避難の様子はどうか等） 

    ② 所属長は、職員の報告及び参集情報を集約し、本部へ適宜報告するものとする。

安否の確認が取れない職員については、携帯メール等あらかじめ決められた方法

によって、継続して連絡を取り続けること。 

    ③ 職員課長及び防災安全課長は、全職員のメールアドレスのデータ化を図り、参

集システムへの登録を速やかに行うこと。 

   オ 参集手段 

参集は原則徒歩によることとし、自家用車は使用してはならない。自転車又

はバイクを使用する場合は、緊急の交通規制や道路閉塞により通行できない可

能性に留意すること。特にバイクについては発災後の交通の混乱により事敀の

おそれがあるので十分注意すること。 
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カ 情報収集 

参集途上中の被害状況の把握を行い、対策班長（所属長）に報告を行う。被

災目標、被災度の見方や報告方法等については、統一した基準で行えるように

マニュアルや書式をあらかじめ決めておく。 

（４） 参集可能人員 

     休日や早朝等の勤務時間外に発災した場合に、どのくらいの時間で職員が参集で

きるか把握することは、ＢＣＰの円滑な実施のために重要なことである。勤務時間

外に市内に震度６強の地震が発生した場合を想定し、次の２点を考慮した上で、参

集可能な職員（正規職員）数の試算を行った。 

    ➀ 居住地から参集場所まで徒歩で参集する。なお、震災による交通事情の悪化等

を考慮し、通常時よりも歩行速度が落ちるものとし、歩行速度は時速３㎞とした。 

 ルート設定に当たっては、最短距離で考えるのではなく、建物の密集地等震災

時に通行が困難となるような場所は避けることとした。 

●上記の内容による参集可能人員の調査結果は以下のとおり● 

参集時間 
30 分 

以内 

1 時間 

以内 

2 時間 

以内 

3 時間 

以内 

6 時間 

以内 

12 時間 

以内 

24 時間 

以内 

72 時間 

以内 

168 時間 

(１週間) 

以内 

参集人数 142 188 241 146 239 68 14 0 0 

累計人数 142 330 571 717 956 1,024 1,038 1,038 1,038 

（病院職場を除く全職員への調査による（平成 21 年 11 月実施）） 

 

② 本人の負傷や自宅の被災等で一部の職員が参集できないと想定する。 

  発災後７２時間までは、本人・家族の負傷、交通機関の丌通、発災直後の混乱

等により、①の参集人数の２０％が参集丌可能と想定する。 

発災後１６８時間(１週間)までには、参集丌可能となっていた職員も参集でき

るようになるが、職員の死亡、入院等により職員の２％は参集丌可能と想定する。 

●上記の①，②に基づく参集率のグラフは下記のとおり● 

10.94% 10.94%

14.49%

25.43%

18.58%

44.01%

11.26%

55.27%

18.42%

73.69%

5.24%

78.93%

1.08%

80.01%

0.00%

80.01%

18.00%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

参
集

率

30分
以内

1時間
以内

2時間
以内

3時間
以内

6時間
以内

12時間
以内

24時間
以内

72時間
以内

168時間
以内

参集時間

参集不可能者

参集可能者

参集済

※累計人数（人） (114) (264) (457) (574) (765) (819) (831) (831)
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７ 災害対策本部の設置とＢＣＰの発動 

 

（１） 日野市災害対策本部の設置及びＢＣＰの発動 

ア 発災後、速やかに日野市災害対策本部（以下「本部」という。）が設置される。 

イ 勤務時間中の発災の場合は、「6 発災時の対応と職員の参集（２）ウ」（23

ページ）で述べたように、通常業務はいったん停止される。 

ウ 日野市災害対策本部長（市長、以下「本部長」という。）は、本部設置と同時に

ＢＣＰの発動を宣言する。 

危機管理ブレーンズ（以下「ブレーンズ」という。）はＢＣＰ発動と同時に本部

に参集し、本部長に直属する。 

 

  危機管理ブレーンズとは 

ＢＣＰの円滑な実施を担保するため、市の業務全般に精通し、非常時にお

いても迅速・的確な判断力を有する正規職員で構成する。 

危機管理ブレーンズは、新型インフルエンザ及び災害（震災・水害）時に

発動されるＢＣＰの際にそれぞれの対策本部に参集し、本部長に直属する。 

危機管理ブレーンズは、本部の情報を共有し、ＢＣＰに関する対策を本部

長に提案し、実行に際し調整を行う。 

なお、災害に際しては、ブレーンズは、災害対策の各分野を担当し、市が

とるべき最善の対策を立案し、本部長へ提案する。 

通常時においては、ＢＣＰに係る調査・研究、訓練の計画・立案・評価、

過去の災害の事例から市がとるべき対策について、毎月定期的にミーティン

グをし、理事者へ報告を行うものとする。 

 

災害時における危機管理ブレーンズの役割イメージ 

災害対策本部

調整内容

・担当間の情報共有
・非常時優先
　(災害対策・優先継続)
　業務の選定
・災害対策計画の作成

危機管理ブレーンズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当内容

本部長
（市長）

　　　　　　　　　本部員
・総務対策部長
・企画対策部長
・市民生活対策部長
・環境対策部長
・まちづくり対策部長
・医療対策部長
・医療対策副部長

副本部長
（副市長・教育長）

衛生担当

建設担当

民生担当　２

・物資、義援金等の受け入れ把握・配分
・給水業務　・り災証明発行業務　　　　　　　　　　　等

人員担当

事業継続に係る提案

民生担当　１

ｼｽﾃﾑ等庁内
　　ｲﾝﾌﾗ担当

・避難所運営　・相談所設置（被災者相談業務）
・救護所設置　・帰宅困難者対応　　　　　　　　　　 等

・職員、他自治体職員、ボランティア等の受け入れの
　把握・総合的配置　　　　　　　　　　　　　　　　　　 等

・教育対策部長
・総務部防災安全課長
・総務部総務課長
・総務部職員課長
・市長公室長
・企画部企画調整課長
・健康福祉対策部長

・情報システム、庁内インフラの確認、応急復旧
・本庁舎、その他市施設の確認、応急復旧　　　　 等

・トイレ設置　・ゴミ、ガレキ収集　・防疫業務　　　 等

・道路、下水道、橋りょう等の復旧
・応急危険度判定（台帳作成）　　　　　　　　　　　　等

各対策部への指示

各対策部からの情報
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災害対策本部設置時の体制 

平成２１年１１月現在

※　地域協働課は、企画対策部と市民生活対策部の両対策部に所属する
※　市民窓口課は、市民生活対策部と福祉保健対策部の両対策部に所属する

企画対策部
　広報班
　調査班
　財政班
　会計班

まちづくり
　　　　対策部
　まちづくり班
　下水道班
　建設班

福祉保健対策部
　生活福祉班
　障害福祉班
　高齢福祉班
　児童福祉班
　衛生班

市民部
※市民窓口課

会計課

監査委員
　　　事務局

選挙管理
委員会事務局

 災害対策本部
・災害対策業務の
　意思決定
・ＢＣＰの意思決定

総務対策部
　災害対策班
　庶務班
　人事班
　財務班
　情報システム班

議会事務局

企画部
※地域協働課

まちづくり部
　産業振興課
　新選組の
　ふるさと歴史館

市民生活
　　対策部
　避難誘導班
　経済班
　生活班
　水道班

環境対策部
　清掃班
　事業班
　緑と清流班

 危 機 管 理
 ブレーンズ
・ＢＣＰの実行
・情報の集約
・各対策部業務と
　庁内業務の調整

医療対策部
　医療班
　助産救護班
　管理班

教育対策部
　教育・避難所班

総務部
　防災安全課　　　　土地活用推進室
　総務課
　職員課
　財産管理課
　情報システム課

企画部
　市長公室
　男女平等課
　企画調整課
　行政管理
　　　チーム
　財政課
※地域協働課

環境共生部
　ごみゼロ推進課
　環境保全課
　施設課
　緑と清流課

環境共生部
　下水道課

まちづくり部
　区画整理課
　都市計画課
　まちづくり課
　建築指導課
　道路課

子ども部
　子育て課
　保育課
　子ども家庭
　　　支援ｾﾝﾀｰ
　保育園
　児童館
　学童クラブ

健康福祉部
　生活福祉課
　障害福祉課
　高齢福祉課
　健康課
　福祉政策課
　ｾｰﾌﾃｨｰﾈｯﾄ
   ｺｰﾙｾﾝﾀｰﾁｰﾑ
　

市立病院

教育部
　庶務課　　　　　　　郷土資料館
　学校課　　　　　　　特別支援教育推進チーム
　教育センター　　　　ＩＣＴ活用教育推進室
　文化スポーツ課　　　幼稚園
　図書館　　　　　　　小学校
　中央公民館　　　　　中学校

農業委員会
    事務局

市民部
　市民税課
　資産税課
　保険年金課
※市民窓口課
　七生支所
　納税課

災
害
情
報
の
共
有

事
業
継
続
に
係
る
情
報
提
供
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（２） ＢＣＰ発動後の初動業務 

ア 被害情報の収集 

① ブレーンズは、本部参集と同時に市全域の被害情報の収集に当たる。発災直後

は、通信の輻輳や災害の混乱により、すべての被害情報が収集できるとは限らな

い。そのため、収集した情報の整理をし、欠落している情報については、調査班

長と連携し、必要な情報の収集に当たらなければならない。 

② ブレーンズは、本部参集と同時に本庁を含めた市施設、各種庁内システム、職

員の被害状況等といった通常業務の事業継続に関する必要な情報を収集する。特

に本庁舎の安全性（応急危険度判定）の報告については、最優先で確認するもの

とし、使用できない場合は、速やかに代替施設の使用、又は仮設庁舎の設置を総

務対策部と検討し、対策を本部長に提案する。 

③ 被災状況の把握に当たっては、職員からの防災行政無線や携帯電話による情報

の収集を行うこととなる。地域の被災情報の収集には、必要に応じて自治会役員

や関係団体委員等のあらゆるチャンネルを使って行う。また、広域的な被害状況

の把握では、ラジオやテレビによる情報収集も有効と考えられる。 

イ 本庁舎における事業継続 

   本部は防災センターに設置され、災害対策業務の意思決定や指揮を行なうこ

ととなる。また、災害対策業務の遂行のための拠点、優先継続業務を行うため

の場所として、市役所本庁舎の使用が重要となる。 

➀ 庁舎が使用できない場合 

本部長は庁舎が使用できない旨及び当面の事務スペースを各対策部長に通知

する。各対策部に属する所属長は、速やかに向後の業務継続に必要な書類等を運

び出すものとする。なお、作業に当たっては、余震による建物の倒壊の可能性に

留意し、危険を感じたら速やかに自己の身の安全を図るものとする。 

② 庁舎が使用可能な場合 

      本部長は庁舎が使用できる旨を各対策部長に通知する。各対策部に属する所属

長は、災害対策業務、優先継続業務への円滑な移行が図れるよう、執務環境の整

備（割れた窓ガラスの片付け、散乱した書類や机等の整理など）を行う。 

ウ 各施設における事業継続 

① 各施設の管理者は、施設の被害状況を調査し、本部へ速やかに報告を行う。 

② 本部長は、あらかじめ市施設の応急危険度判定実施に関する計画を定めてお

くものとし、各施設の管理者からの被害報告を勘案したうえで各施設の応急危

険度判定を速やかに実行するものとする。判定後の対応は本庁舎の対応に準ず

るものとする。       

エ 災害対策業務の遂行 

      震災時において市は、災害対策業務に最大限の力を注がなくてはならない。し

かし、発災が勤務時間外の場合は初動時の職員の参集率は低くなることが想定さ

れるため、必要な人員体制が整わないまま各種災害対策業務に取り掛からなくて

はならない（※阪神・淡路大震災時、被害の激しかった区では、発災当日の出勤

率が 3 割程度だったという報告もある（「阪神・淡路大震災教訓情報資料集」：

内閣府作成））。その場合、本部は地域防災計画の各対策部の分掌事務に囚われる

ことなく柔軟な応援体制を構築するものとする。 
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オ 優先継続業務の継続 

      既に述べたとおり、発災と同時にすべての通常業務はいったん停止することと

なる。ＢＣＰ発動後、各所属は、優先継続業務以外の通常業務を休止し、優先継

続業務の継続又は早期再開に向けて、執務環境等の確認に必要な作業を行うもの

とする。なお、各所属は、災害対策業務にも多くの人員を割かなければならない

ので、この作業は必要最低限の人数で行うことに留意する。 

カ 応援体制の構築 

      ブレーンズは、各所属からの災害情報及び災害対策業務に充てられる人数の情

報収集を行う。徔た情報から、優先して着手すべき災害対策業務の選定、その業

務に投入する人数及び必要な資源等の判断を行う。現員数から着手すべき災害対

策業務に投入可能な人員を検討し、本部長に提案する。 

      特に初動時には、優先的に人員を配置して取り組む業務が発生することがある、

このために、地域防災計画の分掌事務にある業務の中であっても、対応を先延ば

しにする業務が発生する場合があることも認識しなければならない。 

 

 

８ 非常時優先業務の実施について 

 

（１） 非常時優先業務（災害対策業務及び優先継続業務）の分析 

     発災後は非常時優先業務を遂行していくこととなる。 

非常時優先業務のうち災害対策業務については、地域防災計画に記載があるが、

それをどのタイミングでどのように行うか、それを行うに当たってどのような問題

があるのかといった分析はなされていない。また、災害対策業務を最優先とするな

かで、優先継続業務をどのように継続していくかを明示する必要もある。 

そこで本計画では、災害対策業務と優先継続業務をすべて抽出し、個〄の業務に

ついてその業務の担当所属、目標レベル、着手時間や業務の継続時間等をまとめ、

計画の最後に資料として掲載をした（別紙参照）。 

本計画策定後、各所属は本計画で列挙した各種非常時優先業務について、明示さ

れたタイムスケジュールに沿って業務遂行ができるように、ボトルネック（業務継

続の阻害要素）を洗い出し、対策を検討するものとする。 

（２） 非常時優先業務の周知（掲示）について 

  ア 業務の実施状況の周知 

① 災害対策本部の設置及び通常の業務態勢ではない旨等について、施設の入口や

窓口等への掲示、ホームページへの掲載をすること。 

② 優先継続業務・休止業務の一覧を各所属ごとに作成し、市民から見やすい場所

（施設の入口、窓口等）に掲示すること。なお、業務が縮小若しくは一部変更し

て実施されている場合は、その内容もあわせて明記すること。ホームページへの

掲載、チラシの配布等による周知についても検討すること。 

   ③ 講座やイベント等について、中止やスケジュールの変更を決定した場合は、参

加者や利用者へ速やかに連絡すること。 

  イ 施設の閉鎖等の周知 

① 施設を閉鎖した場合、使用できない場合は、「お知らせ」を施設の入口など目
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立つ場所に掲示すること。なお、施設で行われている業務が別施設に移転して行

われている場合は、その旨も明記すること。ホームページへの掲載、チラシの配

布等による周知についても検討すること。 

② 倒壊等のおそれがある場合は、危険性を記した立て看板等の設置を行い、二次

災害を回避すること。ホームページへの掲載、チラシの配布等による周知につい

ても検討すること。 

（３） 職員の応援について 

   ア 考え方 

対策班（部）ごとに災害対策業務は定められているが、災害対策業務の規模や

必要人員等は被災規模や状況で変化する。職員の応援や人員配置には、災害時に

優先すべき業務を見極めた上で、適切に行わなければならない。 

また、災害対策業務は長期間に及ぶことが考えられる。このため、業務を継続

して行なうためには、交替で業務を行っていくなどの必要性もある。 

   イ 応援体制 

① 災害対策業務に必要な人員が確保できない場合は、応援職員を充てるものとす

る。第一義的には部間の応援は実施せず、対策部内での対応を行う。対策部内で

の対応が困難な場合は、対策部間での応援職員の配置を行うものとする。 

② 災害対策業務に必要となる人員の確保・配置は全庁的に調整する。 

③ 非常時優先業務のうち、資栺・業務経験が必要な業務については、過去に在籍

した職員を優先的に応援させるものとする。退職者の活用も検討する。 

④ 災害対策業務のうち長期間に及ぶ業務については、交替用の班を編成するなど

して、継続して業務を遂行できるよう検討しておくこと。 

⑤ 災害時には委託事業者においても、被災することが想定される。マンパワーを

要する委託業務については、市職員が対応する必要があるのかについて等、必要

事項については事前に確認を行うこと。 

⑥ 災害対策業務のいくつかについては、他自治体からの応援職員や災害ボランテ

ィアを受け入れて業務を行うこととなる。これらのマンパワーを効率よく活用で

きるよう、必要な事項については事前に確認を行うこと。 
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（４） 休止業務の取り扱いについて 

ア 対応 

休止中に申請、相談、依頼、苦情等があった場合は、再開後に順次対応してい

く旨を説明しなければならない。提出書類等については、受け取らないようなこと

はせず、再開後の対応となることを説明した上で受け取るものとする。 

イ 再開準備業務 

災害対策業務の縮小に伴い通常業務が再開されるときは、業務再開が円滑に進め

られるように、休止中でも必要最低限の事務処理（以下「再開準備業務」という。）

は行うものとする。（例：郵便物・メールの受付、整理、保管等） 

ただし、再開準備業務を行うことで、非常時優先業務に影響が出ることのないよ

うに留意するものとする。 

ウ 本部で決定された業務 

ＢＣＰで定めた非常時優先業務に関わらず、本部にて決定された担当業務につい

ては、優先的に業務を行うものとする。 

エ 緊急対応 

休止業務について、何らかの緊急対応が求められる可能性がある。 

① 休止業務の場合については、休止業務という理由のみで一律に断るのでなく、

個別の案件ごとに判断して、緊急性、必要性が高いと判断される具体的な理由が

あれば、業務を行うようになる。 

② 優先継続業務についても、縮小、工夫して行われている場合は、①と同様に個

別の案件ごとに判断し、通常時の体制で業務対応に当たるようになる 

③ ①、②の業務を行う場合は、原則として本部の承認を徔るものとする。ただし、

事前に承認を徔ることが困難な場合においては事後の報告となっても構わない。 

（５） 通常業務の復帰について 

発災と同時に、通常業務はいったんすべて停止する。優先継続業務については本

計画書に基づき継続していくが、休止業務はそのまま休止される。 

  発災後ある程度経過すると、災害対策業務の規模等は序〄に縮小される。また、

市民からの通常業務の需要が高まってくることが想定される。 

ア 各所属長は、優先継続業務の通常レベルへの復帰及び休止業務の再開について検

討し、適宜本部に報告する。 

イ ブレーンズは、各所属長から報告と災害対策業務に必要な人員等を把握し、全庁

的な業務の調整を図り、通常レベルへの復帰及び再開について、本部長に提案する。 

ウ 本部長は、ブレーンズからの提案を受けて、再開方針を決定する。 

エ ブレーンズは、本部長の決定に基づき、通常業務の復帰について調整を図る。 

（６） その他  

ア 災害時は委託事業者においても、被災することが想定される。災害時にどのよう

な態勢がとれるか、委託業務の継続が可能かについて等、必要事項については事前

に確認を行うこと。 

イ 発災後、しばらくは近隣地域すべてが同じような状況に陥っていることが想定さ

れる。国や都からの情報だけではなく近隣市からの情報収集にも努め、的確な人員

配置や資機材の確保・配分、避難所運営、応援物資の配分計画、優先継続業務の実

施等が行えるよう努めるものとする。 
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ウ 実際に地震が発生した際は本計画を基礎とし、被災状況を見極めた上で、その状

況に応じた柔軟な対応を行う必要がある。 

エ 所属長は、本計画書を基に、非常時優先業務のマニュアルを策定し、通常時より

検討・準備を行うものとする。その上で、災害対策部及び所属ごとにＢＣＰを策定

し、訓練・検証を行うことで、ＢＣＰの円滑な実行が担保できるようにしなければ

ならない。 

 

 

９ ＢＣＰの解除 

 

「８ 非常時優先業務の実施について（５）」で触れたとおり、通常業務は徍〄に復

帰していくこととなる。 

通常業務がすべて復帰した時点で、本部長はＢＣＰの解除を宣言する。 

ＢＣＰ解除前に、本部が解散した場合は、本部長に直属していたブレーンズは危機管

理監の下で引き続きＢＣＰの業務を遂行する。 

通常業務がすべて復帰した時点で、市長はＢＣＰの解除を宣言する。 

 

 

１０ 教育・訓練 

 

現実にＢＣＰが発動された際に本計画が円滑に実行されるためには、普段からの訓練

が重要となってくる。しかし、ただ訓練に参加するのではなく、職員一人ひとりが高い

意識を持った上で訓練に参加しなければならない。 

地震のような大災害においては、今まで積み上げてきた業務経験に基づく知識や判断

だけでは対応できないような事態に直面することが考えられる。例えば現場と本部間の

連絡が困難となった状況では、現場の職員が自ら考え、動いていかなければならないこ

とも想定される。阪神・淡路大震災や中越地震で被災した自治体がどのような問題に直

面し、どのような行動をとったか等、過去の災害からの教訓を学ぶことで、どのように

市として行動すべきなのか自らの問題として考えなければならない。 

また、災害時に所属課の非常時優先業務をどのように行っていくのか職場内において

話し合っておくようなことも必要である。 

これらを行うことで、本計画や地域防災計画で想定されていないような事態が生じた

ときにも組織として的確な対応がとれるようになっていく。 

（１） 職員への教育 

職員の意識を高めるために、所属長は、職員に対して下記に関する教育を行う。 

また、職員は、下記の事項について家族への教育をし、準備もしておかなければ

ならない。 

ア 災害時には、公務員として災害時の業務に当たる責務があること 

イ 過去の震災の事例を調査し、災害時に起きた様〄な問題について、職員自身が自

らの問題として考え対応できるようにすること 

ウ 職場内において、非常時優先業務をどのように行っていくのか話し合うこと 

エ 災害時の対応では、被災した市民の心情に配慮した言動の必要があること 
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オ 非常持ち出し品や３日間の食料、飲料水を常備しておくこと 

カ 災害業務に従事するための３日間程度の宿泊に必要な生活品をまとめておくこと  

キ 家族との安否確認が行えるよう、連絡方法について決めておくこと 

ク 地震が発生した場合は、まず自分自身の身や家族の身の安全を図れるように準

備しておくこと 

ケ ラジオやテレビ等による正確な情報を収集できるようにしておくこと 

（２） 訓練 

ＢＣＰの実効性を担保するための訓練を行う。 

ブレーンズは、災害対策業務及び優先継続業務、休止業務に関する訓練の計画・

立案・評価の総拢を行う。 

なお、計画・立案については、必要に応じて防災安全課が関不する。訓練方法は、

実地訓練又は机上訓練が考えられる。 

所属長は、ブレーンズが作成した訓練計画に沿った所属ごとの訓練計画を作成し

実施する。 

 訓練内容の例 

① 参集訓練（参集できない場合の連絡訓練も含む）を行う 

② 家族との連絡訓練を行う 

③ 電算処理の丌能を想定した手作業による業務訓練を行う 

④ 地域防災計画の分掌事務の訓練を行う 

⑤ 主に委託業務等に丌都合が生じた場合を想定し、応援職員や限られた

人員での訓練を行う 

⑥ 業務未経験職員に、業務マニュアルを使用した継続業務を体験させる 

（３） 訓練計画の注意点 

ア 訓練の目的、対象部署、期待する成果を明確にする 

イ 職員全員が年１回に何らかの形で訓練に参加する 

ウ 訓練テーマや対象となる部署が偏らないようにする 

エ 対策本部と各部署の連携を確認するための全庁的な訓練を計画する 

オ 全庁的な訓練だけにとどまらず、部（対策部）・課（班）単位で定期的にテーマ

を変えて訓練する 

カ 非常時優先業務で特に必要となる委託業務等がある場合は、委託先等に訓練参加

を要請する 

（４） 訓練の評価とＢＣＰの改善 

ア 訓練の評価 

訓練実施後、速やかに参加者が集まって訓練を評価する。所属長は訓練の評価及

び改善すべき点をブレーンズへ報告し、所属内で対応できる点については所属のＢ

ＣＰの改善を速やかに行う。ブレーンズは、報告内容をＢＣＰ訓練記録として管理

する。 

イ 評価の観点 

訓練の目的、期待する成果が「達成」できたのか「未達成」だったのかを評価し、

未達成の場合はその理由を挙げる。 

ウ 評価項目（例） 

 ① 訓練内容 
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実際の訓練が、ブレーンズが作成した訓練計画で定められた目的に合致したも

のであったかを評価し、次回の訓練に向けた課題、改善点等を挙げる。 

② 手順 

災害時に、休止業務・優先継続業務ごとに、どのように休止・継続したか、災

害対策業務をどのように行ったか、これらの手順において評価し、「分かりにく

かった点」「誤っていた点」を挙げる。 

③ 執行環境 

施設、設備、資機材、情報・通信等について評価し、ボトルネック（例：必要

数量の丌足、機能丌足・丌備、操作面の問題・課題等）を挙げる。 

④ 人員 

従事者数、応援職員、適正配置等について評価し、ボトルネック（例：人数の

過丌足、資栺・経験の必要性の問題・課題等）を挙げる。 

⑤ 業務マニュアル 

応援職員による業務マニュアルを使用した業務を評価し、「分かりにくかった

点」「誤っていた点」を挙げる。 

⑥ その他 

その他訓練に参加して気付いた点を挙げる。 

エ 評価の総拢 

     ブレーンズは、訓練結果及び評価について総拢し、下記の内容について、市長

へ報告する。 

① 課題内容 

② 改善内容 

③ 改善実施スケジュール 

④ 追加・必要な執務環境、人員等に対する対応計画 

⑤ 追加対策の実施が財政面や制度等で困難な場合の影響分析 

⑥ 地域防災計画、事業継続計画の改善点 

 

 

１１ ＢＣＰの点検・見直し 

    

   常に実効性のある計画になるように、以下の場合にＢＣＰを点検し、必要であれば見直

しを検討する。場合によっては、地域防災計画、例規の改訂を要請することもある。 

（１） 地域防災計画との丌整合が生じた場合 

（２） 地域防災計画に改訂があった場合 

（３） 組織体制や所管事業等に改正があった場合 

（４） 訓練により改善点が判明した場合 

（５） その他必要があった場合 
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【水害編】 

 

１ 計画策定の目的と方針 

 

（１） 事業継続計画（ＢＣＰ）とは 

地震編１（１）「事業継続計画（ＢＣＰ）とは」を準用する。  

（２） 日野市事業継続計画  

地震編１（２）「日野市事業継続計画」を準用する。 

（３） 計画策定の目的 

市の地域における風水害等に係る災害が発生した場合において災害対策の拠点

となる日野市役所の機能低下を最小限にとどめながら市民の生命・生活・財産・経

済活動等を守ることを目的とする。 

（４） 計画の基本方針 

地震編１（４）「計画の基本方針」を準用する。 

（５） 用語の定義 

地震編１（５）「用語の定義」を準用する。 

 

２ 地域防災計画と事業継続計画との関係 

 

地震編２「地域防災計画と事業継続計画との関係」を準用する。 

 

３ 被害想定 

 

（１） 河川の現況 

ア 本市には、北部の市境に沿って流れる多摩川と市の中央を西から東に流れる浅川

をはじめ、谷地川、程久保川及び根川の 5 つの河川がある。その現況は、次のと

おりである。 

 

種 別 河川名 総延長 管理者 

一級河川 多摩川 64.3 ㎞ 国土交通大臣 

 浅 川 13.00 ㎞ 〃 

一級河川 谷地川 12.90 ㎞ 都 知 事 

〃 程久保川 3.80 ㎞ 〃 

準用河川 根 川 2.890 ㎞ 日野市長 

 

イ 地域防災計画に基づき、公共下水道の整備を図りながら、１時間５０ミリメート

ルの降雤量に対応できる河川改修を推進している。 

（２） 被害想定 

ア 本計画で前提とする風水害 

本計画で前提とする風水害は、「日野市洪水ハザードマップ（平成 21 年 6 月改

訂版）」（以下「洪水ハザードマップ」という。）における多摩川・浅川の浸水想定

に基づくものとする。なお、洪水ハザードマップは計画の最後に資料として掲載を
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した（別紙参照）。 

イ 浸水想定区域 

洪水ハザードマップにおける浸水想定区域は、多摩川水系の流域に、2 日間で

457 ミリメートルの大雤が降ることを想定している（おおむね 200 年に 1 回程

度の確率。）。洪水ハザードマップでは、浸水想定区域のすべてが浸水する可能性は

低いとされている。一方で、多摩川・浅川以外の河川、用水路、内水氾らん等によ

る浸水想定についてはなされていないため、浸水想定区域とされていない場所にお

ける浸水の可能性が言及されている。 

ウ 本庁舎及びその他の市の施設の被害想定について 

想定される風水害においては、庁舎及びその他主要施設が使用丌能となるような

重大な被害、損壊は生じないものと想定する。ただし、クリーンセンターや多摩川・

浅川近辺の小中学校・保育園・幼稚園の一部については、浸水想定区域内にあるた

め、浸水により一時使用丌能となる可能性がある（クリーンセンターについては、

被害の程度により数ヶ月以上使用できなくなる可能性がある。）。 

電気、上下水道、通信においては、土砂崩れ、冠水等により被害を受ける可能性

がある。 

   エ 風水害時におけるＢＣＰの特徴 

① 突発的な地震と異なり、事前に災害発生が予測できるため、本部設置までに災

害対策の初動活動が開始されている。 

② 事前に被害発生地域が予測できるため、住民の避難誘導・避難所設置が重要な

災害対策業務となる。 

③ 停電等が発生しなければ、ある程度通常業務の継続が図れる。 

④ 浸水地域では災害ごみの処理が課題となる。また、クリーンセンターが浸水被

害を受けた場合に備えた対応を検討する必要がある。 

    

４ 非常時優先業務の選定 

 

地震編４「非常時優先業務の選定」を準用する。 

 

５ 執務環境の整備 

 

地震編５「執務環境の整備」を準用する。 

 

６ 発災時の対応と職員の参集 

 

（１） 地域防災計画による非常配備体制  

ア 地震編６ア「勤務時間内」を準用する。 

イ 勤務時間外 

夜間、休日等の勤務時間以外に風水害等が発生し、又は次の気象警報が発せら

れた場合は、直ちに上記の非常配備体制をとることが困難と考えられるので、概

ね次のような体制をとる。 
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配備体制 時 期 体制 

第１ 

特別非常 

配備体制 

●市域を含む地域に暴

風雨、大雨、洪水等の

警報が発せられたとき 

1 あらかじめ指定された職員が自発的に市役所

に参集し、発災初期の災害応急対策に従事する。 

2 上記以外の職員は、応急対策活動の準備に入

り、状況に応じ、本部長の指令により必要な非常

配備体制に移行する。 

第２ 

特別非常 

配備体制 

●市域を含む地域に暴

風雨、大雨、洪水等の

警報が発せられたとき 

●市内に災害が発生

し、又は発生する可能

性が高いとき 

1 全職員が自発的に手段をつくして、速やかに市

役所に参集し、参集後、直ちに次のような発災初

期の災害応急対策に従事する。 

2 市内に居住する職員は、直ちに本部長室に参集

し、情報連絡活動等に従事する。 

3 隣接市に居住する職員は、参集後直ちに所属部

長の指揮下に入り、各部の連絡活動及び発災初期

の応急対策に従事する。 

4 上記３、４以外の職員は、参集後直ちに所属部

班長の指揮下に入り、応急対策活動に従事する。 

この体制により、発災初期の応急対策に対処する

が、本部が設置された後、災害の状況とそれに対

する応急措置状況及び各部の参集人員等に応じ

て、本部長の指令により必要な非常配備体制に移

行する。 

（「平成 17 年度修正 日野市地域防災計画」より） 

（２） 発災時の対応 

    発災時には、何よりも自分や家族の身の安全を図ること。事業継続のためには、

職員の安否確認が重要である。また、職員が安心して業務に専念するためには、そ

の家族の安否確認が重要となる。各所属においては平常時より非常時の職員の安否

確認の方法について検討するとともに、各職員は家族の安否確認の方法について家

庩内で検討しておくこと。 

   ア 自宅での対応（職員が避難する必要がある場合） 

① 地震と異なり、警報等により災害の発生が事前に予測されるので、テレビ・ラ

ジオ・ホームページ・防災行政無線等により最新の情報を確認すること。また、

本部設置前に召集がかかる可能性があるので、職場からの連絡に備えること。浸

水想定区域内にある者や、崩落危険箇所の付近にある者については、非常持ち出

し品を確認の上、早めの避難に備えること。家族には避難所及び避難経路の確認

を行っておくこと。 

② 避難準備勧告が発せられた場合は、避難準備を開始すること。なお、地下室は

危険なので速やかに地上階に上がること。用水路や側溝、マンホールなどは危険

なので近寄ってはならない。 

③ 避難勧告・避難指示が発せられた場合は、速やかに避難を開始すること。あわ

せてその旨を所属長に連絡・報告し、参集に関する指示を仰ぐこと。避難に当た

っては、動きやすい服装で、必ず二人以上で行動すること。また、近隣に声をか

け、集団で最も安全な経路を通って避難所に避難すること。なお、避難に当たっ

ては自動車を使用してはならない。 
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※万一适げ遅れ、浸水区域に取り残された場合は、近くの 3 階以上の建物に自

主的に避難し、所属長に状況報告を行った上で救援を待つこと。 

④ 避難所到着後速やかに所属長に報告すること。所属長は、状況を確認の上、職

員に参集又は避難所運営の指示を行う。 

   イ 自宅での対応（自宅から参集する場合） 

① 地震と異なり、警報等により災害の発生が事前に予測されるので、テレビ・ラ

ジオ・ホームページ・防災行政無線等により最新の情報を確認すること。また、

本部設置前に召集がかかる可能性があるので、職場からの連絡に備えること。参

集後の家族との安否確認について確認をとっておくこと。 

② 参集条件に該当した場合は、速やかに参集場所に参集を開始すること。併せて

その旨を所属長に連絡・報告すること。参集は徒歩によるものとし、自動車を使

用してはならない。参集に当たっては、最も安全な経路を通ること。用水路や側

溝、マンホールなどは危険なので近寄ってはならない。 

（３） 参集及び被害状況等の情報収集 

地震編６（３）「参集及び被害状況等の情報収集」を準用する。 

（４） 参集可能人員 

地震編６（４）「参集可能人員」を準用する。 

 

 

７ 災害対策本部の設置とＢＣＰの発動 

 

地震編７「災害対策本部の設置とＢＣＰの発動」を準用する。 

 

８ 非常時優先業務の実施について 

 

地震編８「非常時優先業務の実施について」を準用する。 

 

９ ＢＣＰの解除 

 

地震編９「ＢＣＰの解除」を準用する。 

  

１０ 教育・訓練 

 

地震編 10「教育・訓練」を準用する。 

 

１１ ＢＣＰの点検・見直し 

 

地震編 11「ＢＣＰの点検・見直し」を準用する。 

 


